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2004 年に国立大学が大学法人に移行してから 12 年が経過し、2016 年度には第三期中期




































































































助手 4名 教授 4名（所長を含む） 
KJR*1）（京都 5人の内の 1人） 物理教室及講義（所長） 
京大原子力専門委員 湯川財団関係 
日中物理学交流委員 














基礎理論討論会（月 1回）の企画 分館*3）の世話・連絡 
研究会の企画や責任者 
研究部員会の準備 



























この制度は 2016 年で 60 年目を迎え、表１に示すよ
うに現在は 12 人目である。全員理工系学部出身で、













表 1 組織助手の在職状況 
No. 在職年月 在職年数 
1 1956.11～1961.2 4.3 
2 1960.10～1962.3 1.5 
3 1962.4～1965.11 3.6 
4 1966.4～1968.3 2.0 
5 1968.4～1975.3 7.0 
6 1975.4～1976.7 1.3 
7 1977.4～1980.8 3.4 
8 1980.9～1996.1 15.4 
9 1996.10～1999.6 2.7 
10* 2000.3～2004.3 4.1 
11 2004.4～2007.3 3.0 





とを再確認して制度の継続が認められた 14）。次の 10年間（1966-1975）は、最初の人が 2
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注 3) 任期付き特定職員、毎年雇用契約を行う時間雇用事務補佐員等 6 名程度。共同利用
研究活動や所内運営にかかわる事務作業の他、所員の秘書的作業も分担する。 
注 4) 2017 年 1 月、運営協議会は、制度上初めての昇任として、特定講師とすることを決
定した。 





（文部科学省 HP：http://www.mext.go.jp/a_menu/kyoten/index.htm、2017 年 1



















究プログラム」。事業の柱として 1～3 か月に渡る滞在型の国際研究集会を年 2～3
件、2 週間程度の小規模な国際研究会を年 5 件程度実施。当初 2007 年度から 5 年
間のプロジェクトとして開始したが、後に経常経費化された。 
注 12) メンバーは異なるが将来計画ワーキンググループ（注 9）と同様の組織。 
